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はじめに
　筆者はかつて，拙著『核エネルギー言説の戦後史1945～1960』（人文書院，2012年）において，
戦後日本において強化された言説構造を明らかにした。それは，「被爆の記憶」と「原子力の夢」
とが，互いに互いを駆動因として膨張するという構造である。原子力平和利用を盛り上げる言説群
のなかで，放射線のリスクが言及されることもあったが，それらは一定以上の注目を集めることは
なかったということも，拙著では指摘した。また，『核と日本人』（中央公論新社，2015年）では，
映画やマンガなどのメディア文化を取り上げて，核・放射線の恐怖がいかに形成され，方向付けら
れたのかを分析した。
　こうした経験に基づいて，本稿では2011年３月11日以後の日本社会における原発をめぐる言説
を対象に，以下の二つの問題意識に基づいて，言説群を整理・分析したい。第一の問題意識は，
「原発災害が他の何と結びつけて語られたのか，あるいは何と切り離されて語られたのか」。第二に，
「原発に関わる言説内部において，いかなる論理が多用されるのか」という問題意識である。
　第一の問題意識に合致する事例は，原発災害後に日本社会において枚挙に暇がないように思われ
る。一例として，東京オリンピックをめぐる言説を挙げることができる。安倍晋三首相は2013年
９月に開催された国際オリンピック委員会の総会で，事故後の福島第一原発について，「状況はコ
ントロールされている」と述べた。これが，「トウキョウ」と「フクシマ」とを切り離す戦略だっ
たことは明らかである1。近代の日本社会においてはその時々の状況や発話主体の意図に応じて，
「トウキョウ」（中央）と「フクシマ」（地方）とをときに分離し，ときに接続させる言説が生産さ
れてきたが，安倍首相の発言はその傾向をさらに加速させることになった。
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山　本　昭　宏
1 しばしば指摘されるように，福島第一原発の汚染水問題は2019年にいたっても，解決の目処はたって
いない。原子炉建屋などの地下には，2019年夏の時点で，約１万８千トンの高濃度汚染水がたまってい
ると推計されている。また，原発災害後，54の国・地域が日本の食品等の輸入規制を行ったが，2019年
９月20日現在，規制規制を継続している国は残っている。32の国や地域が規制措置を完全撤廃したが，
それ以外の国では，輸入停止や検査証明書を要求するなどの規制を続けているのである。農林水産省のＨ
Ｐ内の資料「原発事故による諸外国・地域の食品等の輸入規制の撤廃・緩和」http://www.maff.go.jp/j/
export/e_info/pdf/kisei_gaiyo_ja.pdf　【最終閲覧　2019年10月23日】
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　両者を接続させる言説としては，たとえば，スポーツ施設「Ｊヴィレッジ」に関する以下のよう
なものがある。「Ｊヴィレッジ」（楢葉町，広野町）は，原発事故に復興作業の拠点となり，スポー
ツ施設としては休業していたが，2019年４月に従来のスポーツ施設としての機能を再開した。こ
の「Ｊヴィレッジ」が聖火リレーの出発地点に選ばれ，「復興五輪」を広くアピールすることにな
った2。
　第二の問題意識については，やや説明を要する。
　原発災害前に，時計の針を戻してみよう。日本政府は，2005年４月に策定した京都議定書目標
達成計画のなかで，「原子力は現段階で基幹電源となり得る唯一のクリーンエネルギー源」だと述
べた。エネルギー政策における原発重視の姿勢を後押ししたのが，気候変動問題に関わる研究者た
ちが結集したIPCC（気候変動に関する政府間パネル）である。なぜかというと，IPCCは，2007年
に発表した第四次評価報告書で，温室効果ガス削減に資する技術として原子力発電を挙げたからで
ある。
　気候変動問題に対処するために原発を改めて評価しようという動きは，民間においても進められ
ていた。品田知美の指摘によれば，NPO法人ネットジャーナリスト協会「地球を考える会」は，
会の設立趣意として「CO2削減の切り札として，世界的に関心の高い原子力発電は，石油など化石
燃料の高騰時代を迎えて，地球温暖化防止にも効果あるものとして，世界的に“原子力ルネサン
ス”の時代になりつつあります」と主張していた3。こうした官・民による動きは次のように整理
できる。それは，気候変動のリスクを減らすために原子力発電を重視する（つまり原子力発電のリ
スクを取る）という考え方であり，「気候変動のリスク」と「原発のリスク」とをトレード・オフ
の関係にあるものとして理解するという考え方である。
　「原子力ルネサンス」と呼ばれた潮流については，原発災害以前から批判的な見方が存在してい
た。批判的な見方を代表する論者が，科学史家の吉岡斉である。
　日本政府は地球温暖化対策のために原発拡大は有効だと主張したが，それに対して吉岡は，それ
は「口先だけのもの」であり，「それについて批判的吟味を加えるのは，論争のための論争にしか
ならず，時間の空費であると筆者は考えている」とまで述べた。他方で，吉岡は，温暖化対策とし
て原子力発電を拡大するという論理が，「社会的に無視できない影響を及ぼしている以上，全く無
視するわけにもいかないだろう」とも言う4。
　その上で吉岡が指摘するのは，原子力発電拡大と温室効果ガス排出削減との「逆相関関係」であ
る。吉岡は，1990年から2007年までの世界主要国の排出量データに基づいて，次のような関係を
抽出している。つまり，原発の縮小が進むドイツ，イギリス，スウェーデンなどの排出削減率は高
2「海外メディアの福島県視察「復興五輪」を確かめに」『朝日新聞』2019年８月18日。
3 品田知美「気候変動問題はいかに原子力と連結されたのか」長谷川公一・品田知美編『気候変動政策の
社会学：日本は変われるのか』昭和堂，2016年。
4 吉岡斉『原発と日本の未来：原子力は温暖化対策の切り札か』岩波書店，2011年２月，55頁。
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いが，原発大国であるフランスはマイナス5.8％。日本とアメリカは，それぞれプラス９％とプラ
ス16.8％と増加しているのである。こうしたデータに基づいて，吉岡は，気候変動対策のために原
発を推進するという日本政府を「口先だけ」と批判したのである。
　吉岡の指摘に付け加えることがあるとすれば，気候変動の原因として最も責任を問われるべき大
企業や富裕層，そして資本主義システムが問題になることはほとんどない，という点であろう。だ
だし，それは本稿の主題ではない。本稿の問題意識は，吉岡の言う「口先」の論理が，メディアを
通して特定の合意形成の論拠としてそれなりに意識され，政策決定に結び付いたり，それを通して
人びとの意識を多かれ少なかれ方向付けられたりしてしまう，という点にある。だとすれば，それ
が「口先だけ」であったとしても，原発についてどのような論理が強調されるのかを細かく観てい
く必要があるだろう。
　以上，本稿の問題意識を確認した。再び整理しておくと，第一に，「原発災害が他の何と結びつ
けて語られたのか，あるいは何と切り離されて語られたのか」という視座。第二に，「原発に関わ
る言説内部において，いかなる論理が多用されるのか」という視座に基づいて，近年の原発（災
害）言説を分析し，そこにみられる特徴を仮説的に提示したい。
「原発災害を憂慮する天皇」像の構築
　「原発災害が他の何と結びつけて語られたのか，あるいは何と切り離されて語られたのか」とい
う視点で原発災害後の日本社会のメディア言説を振り返ろうとするとき，天皇の存在を無視するこ
とはできない。
　震災直後の2011年３月16日午後４時35分，天皇によるビデオ・メッセージがテレビで放映され
た（「前・天皇」や「当時の天皇」と記すほうが正確だろうが，以下「天皇」で統一する）。被災者
を見舞い，関係者を労うメッセージのなかには，原発への言及があった。「現在，原子力発電所の
状況が予断を許さぬものであることを深く案じ，関係者の尽力により事態の更なる悪化が回避され
ることを切に願っています」という文言がそれである。そもそも，天皇がマス・メディアを通して
受容者に語りかけるのは，戦後初めてのことだった。
　『朝日新聞』は，原発災害に焦点を絞った連載記事「プロメテウスの罠」のなかで，「震災と皇
室」という小特集を組み，前天皇・皇后がいかに原発災害に関心を持っていたのかを報じている。
記事によれば，2011年３月15日には，田中俊一（当時は「前・原子力委員会委員長代理」）から原
発の仕組みと安全対策について説明を受けた，その後も，16日には放射線被曝，24日には放射線
健康管理，29日には乳児の放射線被曝，４月４日には放射性物質の環境影響について説明を受け
たという5。その後，天皇・皇后が被災地を回り，「国民的災害」の構築に寄与したのは記憶に新し
い。
5「プロメテウスの罠　震災と皇室16」『朝日新聞』2014年５月２日
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　原発災害後の天皇とマス・メディアとの関係のなかから，「原発災害を憂慮する天皇」というメ
ディア表象が構築されたことは重要である。天皇の発話と行動が，原発災害との関わりを強めてい
ったからである。以下，両者の関係を列挙しよう。
　天皇は，2012年１月１日の「新年の感想」で，「原発事故によってもたらされた放射能汚染のた
めに，これまで生活していた地域から離れて暮らさなければならない人々の無念の気持ちも深く察
せられます」と述べた。以後，天皇は「新年の感想」において，四年連続で原発に言及した。さら
に，2012年10月13日には福島県川内村を訪れ，放射性物質の除染作業を視察している。
　「事件」として報道されたものには，次の事例がある。2013年10月31日に開催された秋の園遊会
において，出席した山本太郎参院議員（当時）が，天皇に手紙を渡したという「事件」である。山
本議員は「原発事故による子ども健康被害や事故の収束作業にあたる作業員の健康状態を知っても
らいたかった」と意図を述べたとされる6。宮内庁侍従職の者がその手紙を預かったということに
なっており，天皇が手紙を読んだのかどうかは明らかにされていない。一人の議員が原発災害の現
状を天皇に「直訴」するに至ったのは，震災と津波による被害からの「復興」だけでなく，原発災
害からの「復興」をも，天皇が願っているという認識が広く共有されているという予断があったの
だろう。
　以上，原発災害後の天皇と原発との関係に焦点を当てたが，さらに興味深いのは，その後の日本
の論壇における天皇・皇后への注目である。
　作家の高橋源一郎は，『朝日新聞』（2013年10月31日）の「論壇時評」で，美智子皇后の言葉を
取り上げた。論壇時評が皇后の言葉に注目するのは異例のことである。高橋が取り上げたのは，宮
内庁記者会による「この一年，印象に残った出来事やご感想を」という質問に対する，美智子皇后
の回答だった。美智子皇后は，「今年は憲法をめぐり，例年に増して盛んな論議が取り交わされて
いたように感じます」として，「五日市憲法草案」についての思いを吐露していた。さらに，憲法
制定に関わり，戦後憲法に女性の人権尊重を反映させたベアテ・シロタ・ゴードンの名をあげ，哀
悼の意を表したのである。「論壇時評」が当時の皇后の言葉を取り上げた背景には，第二次安倍政
権の政治姿勢への疑問があったと考えられる。
　さらに，決定的だったのは，2016年８月８日にテレビ放映された天皇の「お言葉」である。天
皇が間接的に表明した生前退位の意向に対しては，賛否両論が沸き起こったが，社会は概ね肯定的
に受け止めた。内田樹など，一定の影響力を持つ言論人が，天皇を支持する発言をして，話題にな
るということもあった。
　渡辺治は，「天皇の退位をめぐる議論でもっとも欠けているのは，天皇がそれを『全身全霊をも
って』果たせなくなることを最大の理由にしている『象徴としての行為』とは何かを国民が議論す
ることではないでしょうか」と述べた7。こうした意見は論壇においては一定程度共有されていた
6「陛下に手紙，波紋　政治利用，絶えぬ議論」『朝日新聞』2013年11月２日，２頁。
7「耕論　天皇制のかたち」『朝日新聞』2017年４月22日。
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と言える。渡辺の他には，大塚英志も同種の見解を述べた。大塚は，『感情天皇論』（筑摩書房，
2019年）のなかで，天皇の「お言葉」を，「象徴天皇制という，戦後憲法が設計する公共性につい
ての「考え」を，自身の長い経験を生かし表明した上で，自分がその公共性を今後担うことが可能
なのかを問うている」ものと読んでいる。
　ただし，そもそも，天皇が主権者である国民に直接問いかけるということ自体が極めて異例であ
る。その点については，原武史による次のような指摘がある。
　本来，天皇を規定するはずの法が，退位したいという天皇の「お気持ち」の表明をきっかけ
として新たに作られたり改正されたりすると，論理的には法の上に天皇が立つことになってし
まいます。天皇が，個人の都合で専制的な権力をもつことになるわけです。大日本帝国憲法に
よって天皇大権を与えられていた明治，大正，昭和の各天皇のときも，こんなことはありませ
んでした。8
　原の指摘を踏まえると，天皇による退位の意向表明が一種の異常事態として浮かび上がってくる。
2016年９月に「天皇の公務の負担軽減等に関する有識者会議」が設置され，一応の議論は行われ
たが，それは憲法に抵触しないように，国民の側から意見を出すという形式を整えるための方策だ
ったことは明らかだろう。
　皇后への注目や退位の意向をめぐる報道は，原発災害とは直接的な関わりを持たない。しかし，
原発災害から「復興」過程のマス・メディアにおいて，天皇・皇后への関心が高まったことは，決
して無視できない意味を持っていたと考えられる。天皇の存在感が増すなかで，東日本大震災とそ
れにともなう原発災害からの復興が進められたことは間違いない。先に確認したように，原発災害
と天皇とが強く結び付くことで，何が強調され，何が見落とされたのか，が問題となる。強調され
るのは「被災者一人ひとりの苦悩とそれに寄り添う天皇」という語りである。それにより，少なく
とも天皇に関するメディア言説上において，原発災害という複合的災害が，他の天災と同じように
位置づけられる傾向が強まる。酒井直樹が丸山眞男を引きつつ言うところの三たびの「無責任の体
系」（『現代思想』2011年５月号）が機能する余地が生まれるのである。
遺構と観光
　本稿が検討する第二の問題意識に，「原発に関わる言説内部において，いかなる論理が多用され
るのか」という問いがある。
　これについて，本稿が検討するのは，「失敗から教訓を引き出す」という論理である。近代以降
の社会において，社会の存立を脅かしかねない災害や人災が起こった後には，必ずといって良いほ
8 原武史『平成の終焉』岩波書店，2019年，52頁。
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ど，「過ちを繰り返さないために原因を究明し，過去を清算し，そこから教訓を引き出して今後の
備えとする」という言説が登場する。政治エリートから民衆まで，幅広い階層がこうした言説を生
み出してきたことは，前提として構わないであろう。
　原発災害後に噴出した「教訓型」の言説のなかで，以下では観光地化に関するものを取り上げる。
被災地を観光地にするという議論は，2011年以降の日本社会で，「ダークツーリズム」の呼称とと
もに，ある程度知られるようになった。
　観光と原発災害後の福島を結びつける動きは多様だが，なかでもマス・メディアを通して社会の
関心を集めたのは，批評家の東浩紀が主導した「福島第一原発観光地化計画」であろう。東浩紀編
『福島第一原発観光地化計画』（株式会社ゲンロン，2014年）をもとに，この計画の概要を整理し
ておこう。
　東の他，ジャーナリストの津田大介や，社会学者の開沼博らが練り上げた観光地化計画の内容は，
多岐に及んだ。原発事故の歴史を後世に継承し，被災地の復興にも役立てるという思想を元に，以
下のようなプランが提示された。原発から20キロ前後の場所に，宿泊施設を備えた総合拠点「フ
クシマゲートヴィレッジ」を設置し，そこに災害の記憶を伝える博物館やモニュメント，自然エネ
ルギーの研究施設などを建設する。客たちは拠点からバスに乗りこみ，原発事故の跡地である「サ
イトゼロ」を訪れて廃炉作業を見学する，などという案である。これらは，原発災害の記憶の風化
を防止するとともに，原発の存在を意識し続けるための一つの試みだったと言えるだろう。
　しかしながら，「福島第一原発観光地化計画」は，ほとんど実現の目処が立たず，また，生産的
な議論を起こすこともなく，一部の反発だけを集めた上で，事実上立ち消えになった。東は，計画
の失敗を認めた上で，その原因を推察している。
　東は演出家の鈴木忠志の議論を引用する。東の引用によれば，鈴木は，視覚的な記憶や場所自体
をないものにして，記憶を消してしまうのが，日本の共同体の「知恵」だと指摘した。その鈴木の
議論を踏まえて，東は次のように述べる。「この国では，復興は忘却とひとつになっている。復興
は穢れがなくなることを意味している。だとすれば，原発事故の跡地を傷ついたすがたのまま，つ
まり穢れたすがたのまま残し，観光客に公開しようというぼくたちの提案は，記憶をめぐる日本の
伝統にまっこうから衝突するものだったにちがいない」と9。
　筆者は，東らの「失敗」の原因は，計画の内容にあると言うよりは，その発表の方法や時期にも
あったと考えるが，それはここでは措いて，東の理解にそって議論を展開しよう。
占領軍と原爆ドーム
　東は，「広島や水俣を抱える日本は，ダークツーリズムの先進国のはずだという意識をもってい
9 東浩紀「観光地化計画はなぜ失敗したのか」『テーマパーク化する地球』株式会社ゲンロン，2019年，
114頁。
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た」という10。
　広島は，確かにダークツーリズムの成功例だろうが，「視覚的な記憶や場所自体」が「ないもの」
にされてきたという意味では，広島も他の地域となんら変わるところがない。原爆ドームが残って
いるではないか，という声が聞こえてきそうだが，敗戦直後の広島の地域社会や日本社会には，原
爆ドームを保存するという発想は薄かった。
　ここで，やや迂回路をとって，原爆ドームの保存をめぐる議論を思い起こしておこう。敗戦直後，
原爆ドームの保存を求めたのは，占領軍の将校たちだった。1946年５月に開催された第11回復興
審議会に出席した広島市復興顧問のモンゴメリーは，「何年もつかは分からないが保存したい」と
述べた。1948年には，英連邦軍の一員として日本に進駐したオーストラリア人のジャビーが，広
島の観光
4 4
資源として保存すべき「名所」の一つに，原爆ドームを挙げている。占領軍の将校たちが，
戦後復興のための「資源」として保存を提案していたことがわかる。実際，原爆ドームは占領軍の
兵士たちの「日本観光」の目的地の一つになっていたらしく，広島の平和祈念資料館には，占領軍
の兵士たちが所有していた英語の広島ガイドブックが保存されており，そのなかでも原爆ドームは
言及されている。
　他方で，広島市民は原爆ドームの保存について，どのような意見を持っていたのだろうか。1948
年に広島市観光協会が原爆ドームの存廃アンケートを実施しているが，その結果は「存置」が436
通，「否存置」が168通だった（『中国新聞』1948年８月18日）。これが示すように，敗戦から三年
を経過して放置されたままの原爆ドームについて，多くの市民は保存すべきだと考えていた。しか
しながら，不要だという意見も無視できない程度には存在していたことがわかる。広島の政治家や
知識人のなかにも，保存の必要はないという意見が存在した。広島市議会が，原爆ドームの保存を
決めるのは，1966年７月である。
　では，敗戦後の広島において，いかなる「教訓型」の論理をもつ言説が紡がれていたのだろうか。
それは，「犠牲を無駄にせずに，世界平和を願う」という漠然とした言説である。「平和の礎」論と
呼ばれることもあるこの種の言説については，一ノ瀬俊也らの指摘がある（『故郷はなぜ兵士を殺
したか』角川学芸出版，2010年）こうした言説の代表例が，昭和天皇の言葉だった。昭和天皇は，
1946年から全国巡幸を開始したが，そのなかで広島を訪れている11。1947年12月７日，復興途上の
広島で，昭和天皇は民衆の前で「広島市の受けた災禍に対しては同情に堪えない。われわれはこの
犠牲を無駄にすることなく，平和日本を建設して世界平和に貢献しなければならない」と述べた。
ここでも，天皇が言説生産の場に作用していることをうかがい知ることができるだろう。
10同上。
11坂本孝治郎「昭和期の天皇行幸の変遷：一九二七年～一九六七年を中心として」『学習院大学研究年報』
二四巻，一九八九年
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おわりに
　以上，コメントペーパーとして，原発災害後の日本社会における言説付置の整理のための覚え書
きを記した。「原発災害が他の何と結びつけて語られたのか，あるいは何と切り離されて語られた
のか」と，「原発に関わる言説内部において，いかなる論理が多用されるのか」という問いに基づ
いて，言説付置と内容（論理）を整理・分析した。それにより，以下の三つの仮説を提示すること
ができた。第一に，原発災害をめぐる言説が天皇の表象との結びつきを強めたこと。第二に，震災
後の社会が，天皇，放射線，復興などの巨大な問題系を，公共の課題として受け止め損ねたこと。
第三に，「教訓型」の言説が結局は経済的な利益に収斂し，「復興五輪」に代表されるようなメガイ
ベントに寄与する機能を果たしたこと，である。
　これら三点に関わる言説は，互いに影響し合いながら，ほとんど同時並行的に生産されたのであ
り，より詳細な検討を必要とする。本稿ではコメントペーパーという性質上，三点を仮説的に提示
するに止まらざるを得ないが，いずれ稿を改めて論じたいと考えている。
